
Ａ. 研究目的

平成 30 年度の北海道地区におけるスモン検診の結

果からスモン患者の現況の明らかにする｡

Ｂ. 研究方法

｢スモン現状個人調査票｣ に基づいて問診と診察を

行った｡ 検診は研究班員が常勤する病院での病院検診､

公益財団法人北海道スモン基金と地域保健所の協力に

よる集団検診､ 長期入院あるいは施設入所中の患者と

身体的ないし地理的条件のため病院及び集団検診に参

加できない在宅患者に対する訪問検診の 3形態で実施

し､ 集団検診・訪問検診には理学療法士が参加した上

でリハビリ指導を行った｡ その結果について解析し､

過去の検診結果などと比較検討した｡

Ｃ. 研究結果

北海道の本年度のスモン患者の総数は 53 名で昨年

64 名より 11 名減少していた｡ このうち検診を受けた

患者は 47 名で検診率は 89％であったが､ 検診受診者

数は平成 19 年度が 94 名であったので半減している
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研究要旨

平成 30 年度の検診開始時点での北海道地区のスモン患者は 53 名で､ このうち 47 名が検診

を受診し受診率は 89％であった｡ このうち病院受診は 17 名､ 集団検診は 16 名､ 訪問検診 14

名であった｡ 歩行能力は全体 47 名では一本杖は 10 名と最も多く､ 19 名 (57％) 一本杖以上

での歩行が可能であったが､ 訪問検診群 13 名では同様の歩行が可能なのは 3 名 (21％) の

みであった｡ 外出能力については､ 不能が 8 名､ 介助で可能が 26 名で｡ 独力で可能とする

患者は 14 名であった｡ 診察時の重症度では､ 全体では極めて重症が 7 名､ 重症が 26 名 (55

％)､ 中等度が 10 (21％) 名､ 軽症が 4名 (9％) であった｡ 介護保険の認定を受けているの

は 30 名 (64％) で昨年の 61％大きな差異はなかった｡ 認定の内容については､ 要支援 1が 2

名､ 要支援 2 が 3 名､ 要介護 1 が 6 名､ 要介護 2 が 9 名､ 要介護 3 が 7 名､ 要介護 4 が 3 名

だったが､ 要支援 5はいなかった｡



(図 1)｡ 病院検診は北海道医療センター (札幌市) で

行い 17 名が受診､ 集団検診は釧路市・室蘭市・函館

市で行い受診者の合計は 16 名､ 訪問検診は道内各地

で行い 14 名が受診し (図 2)､ 各検診群間での被検診

者数は例年と同様にほぼ等しかった｡

検診受診者の年齢構成では 64 歳以下が 3 名､ 65－

74 歳が 7名､ 75－84 歳が 19 名､ 85－94 歳が 16 名､ 95

歳以上が 2名であり訪問検診群で高齢者が多い傾向に

あった (図 4)｡

歩行障害の程度では､ 全体 47 名では一本杖は 10

(21％) 名と最も多く､ 19 名 (57％) 一本杖以上の歩

行能力があったが､ 訪問検診群 13 名では同様の歩行

が可能なのは 3名 (21％) のみであった｡ 過去 5 年間

の推移としては独歩可能ないし一杖杖以上の歩行能力

を持つ患者の占める割合が減少する傾向があった (図

5)｡

全体での外出能力については､ 不能が 8名 (17％)､

介助で可能が 26 名 (55％) で独力で可能とする患者

は 14 名 (30％) で､ このうち車椅子で可能が 1 名､

また､ ｢近くなら｣ が 9 名､ ｢遠くまで｣ 可能が 3名で

あった (図 6)｡
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図 5 歩行障害
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図 1 検診患者数の推移

図 2 平成 30 年度の検診場所
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図 3 検診数内訳 (5 年間の比較)



診察時の重症度では､ 全体では極めて重症が 7 (15

％) 名｡ 重症が 26名 (55％)､ 中等度が 10 (21％) 名､

軽症が 4 名 (9％) であった｡ 検診場所による相異と

しては､ 病院検診・集団検診群では ｢極めて重症・重

症｣ は 24 名 (72％) であるのに対し訪問検診群では

10 名 (71％) と 2 群間での差はなかった (図 7)｡

介護保険の認定を受けているのは 30 名 (64％) で

昨年の 61％大きな差異はなかった｡ 認定の内容につ

いては､ 要支援 1が 2 (7％) 名､ 要支援 2が 3名 (10

％)､ 要介護 1が 6名 (20％)､ 要介護 2が 9名 (30％)､

要介護 3 が 7 名 (23％)､ 要介護 4 が 3 名 (10％) と

要介護 2ないし 3が多かったが､ 要支援 5はいなかっ

た (図 8)｡ 判定結果について ｢自分の状態に比較し

低い｣ と回答した例が 7例あった｡ また､ 介護申請を

しない理由としては ｢スモンに関するサービス制度・

支援で生活津出来ているから｡｣ ｢家族の介護で十分だ

から｡｣ ｢家族以外の人が来るのが煩わしいから｡｣ な

どの回答が多かった｡

Ｄ. 考察

北海道では昭和 56 年度からスモン検診が開始され､

公益財団法人スモン基金の多大な協力のもと高い検診

率が維持されてきた｡ また､ 訪問検診も初期から行わ

れてきたことも特徴に挙げられる｡ 図 1に示す如く北

海道では広域にわたり患者が点在しており集団検診の

場所より遠隔地に住む患者の自宅を訪問することが初

期より必要だったと考えられが､ その後スモン患者の

高齢化と重症化が進行することにより､ 都市部で病院

や施設に長期にわたり入院・入所されている患者に対

する訪問検診が増加し､ 患者が病院や集団検診の場所

を訪れて検診を受ける患者数は相対的に減少してい

る1) 2)｡ 最近数年の比較検討では､ 病院検診・集団検

診・訪問検診の受診者数はどれもほぼ 3分の 1となっ

ている (図 3)｡ これまでも病院検診・集団検診には

北海道スモン基金の甚大な協力により患者移送されて

いた例が多く今後考えられる患者の高齢化・ADL の

低下が予測されることから､ 集団での検診の維持がなっ

ていくことが予測される3)｡

受診した患者群の高齢化は例年通り進行しており､

特に訪問検診群で高い傾向にあった｡ 歩行状況では受

診者全体では 57％が 1 本杖以上での歩行能力があっ

たが､ 訪問検診群では 21％とやはり低い傾向にあっ

た｡ 外出能力に関しては､ 独力で可能とするものは

30％でこのうち ｢遠くまで｣ 可能とする患者は全体の

6％に過ぎなかった｡ 診察時の重症度でも ｢重症・極

めて重症｣ とするものが全体の 4分の 3を占めていた､

これらから北海道でのスモン患者の高齢化を含めた

歩行・移動能力などの ADL の低下と重症化が明らか

となり､ 医師が患者宅を訪れて診療する訪問検診がよ

り必要になってくると考えた｡

介護認定を受けている患者は 64％で昨年の 61％と

大きな変化はなかった｡ 認定度は要介護 2と 3 が多く

合わせて認定を受けた例の 53％だった｡ 重症であっ

ても家族介護のみ支えている例や長期入院・入所して

いる例の中でも介護保険の申請をしていない例もあっ

たことより介護保険の申請率が比較的低いことの一因

となっていると考えた｡ 65 歳になって障碍者支援サー

ビスから介護保険サービスに移行した結果､ サービス

の質・量が低下したが申請により再度障碍者支援サー

ビスの利用が認められることとなった事例が公益財団

法人北海道スモン基金に委託した調査で報告されたこ

ともあり4)､ サービスの提供の選択には熟慮する必要
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があること再認識した｡

Ｅ. 結論

平成 30 年度の検診開始時点での北海道地区のスモ

ン患者は 53 名で､ このうち 47 名が検診を受診し受診

率は 89％であった｡ このうち病院受診は 17 名､ 集団

検診は 16 名､ 訪問検診 14 名であった｡ スモン患者の

高齢化に伴い外出が不能になる患者が多くなると予測

され､ 訪問検診の必要性が増すことが予測された｡
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